
] 上記資産に係る国庫納付等の金額等

種 類 土地、建物 土 地 合 計

帳簿価額 58¶708¶242円 26¶500¶000円 85¶208¶242円

国庫納付の方法 金銭納付 現物納付 `

譲渡収入による金銭納付を行っ
た資産に係る譲渡収入の額

14¶500¶000円 ` 14¶500¶000円

国庫納付等に当たり譲渡収入よ
り控除した費用の額

1¶627¶850円 ` 1¶627¶850円

国庫納付額 12¶872¶150円 26¶500¶000円 39¶372¶150円

国庫納付年月日 平成24年３月29日 平成24年３月23日 `

減資額 76¶738¶000円 40¶410¶000円 117¶148¶000円

※ 不要財産の国庫納付等に係る帳簿価額については、金銭納付については当該資産の売却時、
現物納付については国庫納付時における金額であります。

３．貸借対照表計上額及び固定資産税評価額

科
目

貸 借 対 照 表 計 上 額 固定資産税評価額
（参考値）承継時残高 当期増減額 当期末残高

土
地 225¶040¶544¶436円 � 410¶796¶369円 224¶629¶748¶067円 220¶349¶249¶817円

建
物 99¶407¶506¶758円 � 5¶944¶698¶525円 93¶462¶808¶233円 210¶849¶797¶083円

※貸借対照表計上額は、減価償却累計額及び減損損失累計額控除後の金額です。
※固定資産税評価額は、平成23年１月１日現在の課税標準額です。
※当事業年度における主な減少事由は、減価償却、減損損失及び固定資産の売却によるものです。
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〔不要財産に係る国庫納付等〕
障害者の職業生活における自立を促進するために使用してきた資産

\ 不要財産となった資産の概要
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決定）により、独立
行政法人が保有する施設等については、保有する必要性があるか、必要な場合でも最小限のもの
となっているかについて検証し、不要と認められるものについては速やかに国庫納付を行うこと
とされております。
当機構では、本基本方針において個別に措置を講ずべきとされた資産のうち、平成23年度中に
実施するものとされた不要財産の処分を行っております。
当該譲渡取引による収入額等については、独立行政法人通則法第46条の２に基づき、国庫へ納
付しております。

〔賃貸等不動産関係〕
１．賃貸等不動産の概要
当機構は、賃貸等不動産として雇用促進住宅を全国1¶372箇所に有しております。
雇用促進住宅は、昭和36年度から労働者の地域間及び産業間の移動の円滑化を図ることを目的
に設置運営してきましたが、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構法（平成14年法律第
165号。以下「機構法」といいます。）附則第５条に基づき譲渡又は廃止を図るとともに、それま
での間の管理運営を行っているところです。
なお、雇用促進住宅の譲渡・廃止については、「規制改革推進のための３か年計画」（平成19年６
月22日閣議決定）により、民間事業者の知見・ノウハウを活用し住宅の売却方法について常に工
夫を行いつつ、譲渡を着実に推進し、これを可能な限り前倒しできるよう取り組み、遅くとも平
成33年度までにすべての譲渡・廃止を完了することとされております。
当機構では、遅くとも平成33年度までにすべての雇用促進住宅の譲渡・廃止を完了することを
決定し、譲渡等業務を進めているところです。
２．賃貸等不動産の時価の把握について
当機構が保有する雇用促進住宅については、閣議決定等に基づき譲渡・廃止を進めつつも、入
居者に対する住宅供給サービスを維持する必要があるため、通常の賃貸物件と同様の売却を行う
ことが下記のとおり制約されており、実際の譲渡価額が鑑定評価額と乖離することが見込まれて
いること、また、自由な処分及び収益を前提とした売却が想定されていないことから、適正な時
価を把握することは困難であると判断しております。
なお、下記３において、参考値として土地及び建物の固定資産税評価額を開示しております。

【雇用促進住宅売却時の条件】
{ 地方公共団体等の要望により設置された経緯を踏まえて、設置市町村に対して現入居者の受
入を前提とした譲渡協議を行っており、公的な住宅として10年間利用することを条件に一定の
減額措置（国有財産特別措置法に基づく国有財産の売却に準じた方法）を講じた上で譲渡する
こととしていること。

| 民間事業者への譲渡にあたっては、入居者保護を図る観点から、事前に入居者説明会を行い
入居者の一定の理解が得られた場合でなければ一般競争入札を実施しないこと、一般競争入札
により売却する場合でも、５年間の転売禁止、入居者の賃貸条件変更禁止といった保護規定を
設けた上で売却することとしていること。

４．賃貸等不動産に関する収益及び費用等の状況
賃貸等不動産に関する当事業年度における業務収益は12¶518¶248¶686円であり、業務費用は

16¶559¶703¶663円（うち、損益外減価償却相当額 4¶907¶824¶870円、損益外減損損失相当額
1¶358¶973¶890円）です。
なお、雇用促進住宅の処分により、損益外売却額180¶512¶772円及び損益外除却額27¶490¶285円

が生じております。
〔雇用促進住宅の処分に係る会計処理について〕
雇用促進住宅の処分を行った場合については、機構法附則第５条第６項に基づき、資本金を減少
させる会計処理を行っております。
また、当該処分に係る収入について、同条第４項に基づき、厚生労働大臣が定める額を控除して
国庫納付を行う場合については、当該控除額を負債の部に「国庫納付控除金預り金」として計上し、
当該控除の目的に従った業務の進行に応じて、「国庫納付控除金収益」として収益化しております。
なお、当事業年度における会計処理額は以下のとおりです。
１．資本金の推移
雇用促進住宅の処分を行ったことに伴う、当事業年度の資本金（政府出資金）の推移及びその
内訳は以下のとおりです。
当事業年度期首の資本金額 0円
承継による増加額 313¶635¶245¶561円
当期増加額 0円
当期減少額 1¶068¶889¶042円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

当事業年度期末の資本金額 312¶566¶356¶519円
~ 承継による増加額とは、独立行政法人雇用・能力開発機構の解散に伴い10月１日時点に承
継したものをいいます（以下同じ）。
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